
交付要領第７条関係（様式第１号）

福井県知事　杉本　達治　様

申請者 住所

氏名

（法人にあっては名称および代表者の氏名）

（別紙１）事業計画書のとおり

（別紙１）事業計画書のとおり

円

（別紙２）収支予算書のとおり

（別紙２）収支予算書のとおり

　　調光制御機能を有するＬＥＤの場合は、「ＬＥＤ省エネ計算確認資料」を使用すること）

企業における省エネ設備等導入支援事業補助金事業計画書

４　交付申請額

５　交付申請額の算出方法

６　補助事業等の経費の配分および経費の使用方法

７　添付書類

⑴　事業計画書（別紙１）

　企業における省エネ設備等導入支援事業について、補助金の交付を受けたいので、企業にお
ける省エネ設備等導入支援事業補助金交付要領第７条の規定により、関係書類を添え、下記の
とおり提出します。

記

１　補助事業等の名称

２　補助事業等の目的および内容

３　補助事業等の完了の予定期日および実施の計画

⑻　導入等を予定する設備等の積算金額の根拠書類（参考見積書、価格表等）

⑼　直近の財務諸表等の写し

⑽　ふくい女性活躍推進企業の登録通知書の写し

⑵　収支予算書（別紙２）

⑶　県税の納税状況の確認に関する同意書（別紙３）

⑷　地方消費税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書

⑸　エネルギー使用量の原油換算・CO2排出量換算表

⑹　既存設備および導入設備等の年間エネルギー使用量の算出資料（ただし、ＬＥＤまたは

⑺　導入等を予定する設備等の性能や消費電力等の根拠書類（製品仕様書、カタログ等）



（別紙１）

１　申請者の概要

千円 人

２　事業の概要

事業計画書

事業者等の名称

主たる事業内容

資本金 従業員数

役職・代表者名

所在地

業種

（「企業における省エネ設備等導入支援事業補助金実施細則」にある分類

から選択し、記載すること）

メールアドレス

事業を実施する事業所名

所在地

担当部署・氏名

電話番号 ＦＡＸ番号

補助対象経費 円（税抜）

補助金交付申請額 円（税抜）

事業の実施年度

事業計画名
（＝補助事業等の名称）

事業に要する経費 円（税込）

事業開始予定年月日

事業完了予定年月日



３　導入予定の設備の概要

1

2

3

（注）１　区分には、「ＬＥＤ（調光制御機能なし）」、「ＬＥＤ（調光制御機能付き）」、
　　「空調機器」、「給湯機器」、「その他（生産設備等）」のいずれかを記載すること。
２　適宜、表を追加して記載すること。

４　導入効果（省エネルギー率、省ＣＯ２率）の算定

1

2

3

（注）１　エネルギー使用量の原油換算・CO2排出量換算表により算出した値を記載すること。
２　削減率は小数点第２位を切り捨てて記載すること。
３　適宜、表を追加して記載すること。

No. 区分
現行の設備 導入する設備

⑴メーカー、⑵型番、⑶数量 ⑴メーカー、⑵型番、⑶数量

No.

エネルギー使用量
（原油換算）
（kL/年）

エネルギー
削減率
（％）
(A-B)/A

ＣＯ２排出量
（t-CO2/年） ＣＯ２削減率

（％）
(C-D)/C導入前

A
導入後

B
導入前

C
導入後

D



４　「No.」は上記「３　導入予定の設備の概要」にあわせること。

５　現行設備の写真

No.

1

2

3

（注）１　適宜、行を追加して作成すること。
２　「No.」は上記「３　導入予定の設備の概要」にあわせること。

写真

別添のとおり



（別紙２）

１　資金調達内訳

２　資金支出内訳

= 円

（注）１　必要に応じ、行を追加・削除して使用すること。

２　「１資金調達内訳」の合計と「２資金支出内訳」の「事業に要する経費」の合計

　　は一致すること。

３　「事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するのに必要な経費を意味し、ここで

　　は消費税込みの金額を記載すること。

４　「補助対象経費」には、「事業に要する経費」のうち補助対象となる経費(税抜)を

　　記載すること。

５　「積算根拠」には、見積書、価格表、カタログなど根拠資料を記載すること。

６　「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」の合計に補助率１／２を乗じた

　　額以内（千円未満は切捨て）、かつその合計額は補助上限額（600万円）以内と

　　すること。

収支予算書

区　分 金額（円） 資金の調達先

補 助 金 企業における省エネ設備等導入支援事業補助金

そ の 他

自己資金

借 入 金

合　計

経費
区分

経費内訳

事業に要する 補助対象

積算根拠

補助金

経費(税込) 経費(税抜) 交付申請

（円） （円） 額

設備
費

合計

補助金交付申請額の試算

補助対象経費×1/2



（別紙３）

は、
企業における省エネ設備等導入支援事業補助金の交付を福井県に
申請するに当たり、福井県の県税事務所等が、福井県産業労働部
産業技術課に対し、
の福井県への納税状況に関する情報を提供することに同意します。

　　　　　　 住所（所在地） 

フリガナ

氏名（名称） 　 

 （法人にあっては名称および代表者の氏名）

　
　　  福井県知事　杉本　達治 様

※福井県担当者記入欄

　

　回答事務所　　□福井県税事務所　□嶺南振興局税務部

県税の納税状況の確認について

　　□徴収猶予あり

＊納税状況の確認に関する事項
本同意書に基づき提供された納税状況は、福井県が実施する企業における省
エネ設備等導入支援事業補助金の交付事務以外には使用いたしません。

上記の者の令和　　年　　月　　日現在の県税の

納税状況については以下のとおりです。

　　□滞納なし　　　　　□滞納あり

受付印欄


